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（証券コード　３６８５）

平成28年12月６日

株 主 各 位
東 京 都 中 央 区 築 地 一 丁 目 1 3 番 １ 号

株式会社みんなのウェディング
代表取締役社長兼ＣＥＯ 石 渡 進 介

第６回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第６回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご

出席くださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使すること

ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28

年12月20日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいます

ようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年12月21日（水曜日）午前10時

（午前９時30分　受付開始）

２．場 所 東京都中央区京橋二丁目１番３号　京橋トラストタワー４階

トラストシティ　カンファレンス・京橋
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図
をご参照くださいますようお願い申し上げます。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第６期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）事業

報告及び計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

以　上

　当日総会にご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。
　また、代理人によるご出席の場合は、委任された株主の議決権行使書用紙及び委任状を会
場受付にご提出ください。なお、代理人の資格は、当社の議決権を有する他の株主１名に限
らせていただきます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.mwed.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 1 －

狭義の招集通知
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成27年10月１日から
平成28年９月30日まで)

１．会社の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当社を取り巻くインターネット業界においては、インターネットの普及

により、ソーシャルメディアやＣＧＭ（Consumer Generated Media）サイ

トといった「消費者発信型メディア」が拡大しております。消費者の購買

行動は、商品やサービスの供給側からマスメディア経由で発信された情報

に基づくものから、インターネットで情報を比較検討した上で商品やサー

ビスを購入し、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）に口

コミを投稿して情報を共有し、拡散する形へと変化しております。また、

スマートフォンの利用率は60.2％と過半数を超え、20代では87.0％、30代

では73.0％となり（出典：総務省「平成28年版　情報通信白書」）、サー

ビスの中心はモバイルインターネットへと移っております。

　このような環境の中、当社は「みんなの『大切な日』をふやす」を経営

理念とし、「結婚式の本当を伝える」を「みんなのウェディング」サイト

のミッションとして、最高の結婚式を実現したい花嫁・花婿に対し、ウェ

ディングに関する情報提供サービスに取り組んでおります。

　「みんなのウェディング」サイト等では、花嫁・花婿の立場に立って、

結婚式場の情報や、それに関わる口コミや実際の費用明細、その他結婚式

に関する様々な情報を提供し、花嫁・花婿と結婚式場との最適なマッチン

グを支援しております。また、「みんなのウェディング相談デスク」では、

花嫁・花婿に対して専門のスタッフによる結婚式場選びのサポートを展開

しております。「みんなのウェディング相談デスク」で受けた花嫁・花婿

からの相談を「みんなのウェディング」等のサイト開発や結婚式場といっ

たクライアント向け商品開発に反映させる等、ユーザーニーズを起点とし

て各方面への強化を行っております。

　当事業年度において、当社は、主に「みんなのウェディング」サイトの

媒体力強化と有料掲載結婚式場の契約単価の引き上げに取り組み、また、

将来に向けた事業基盤の整備を行いました。当社は継続してユーザーファ

ーストを徹底し、花嫁・花婿が結婚式場を比較検討し、自分達に合った結

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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婚式を挙げられるよう、サイトデザインのリニューアルやサービスの拡充

等に取り組んでおります。

　このような中、「みんなのウェディング」サイトの媒体力向上により広

告宣伝費を抑制することができ、また、「Brideal（ブライディール）」の

事業譲渡により結婚式のプロデュースに係る費用が減少しました。加えて、

前事業年度は当社株式公開買付けに対する意見表明や本社移転に係る一時

的な費用が発生しましたが、当事業年度はその分の費用が下がりました。

　以上の結果、当事業年度の売上高は1,703,261千円（前事業年度比9.8％

減）、営業利益は234,750千円（前事業年度比38.7％増）、経常利益は

236,232千円（前事業年度比37.2％増）、当期純利益は152,088千円（前事

業年度比31.7％増）となりました。

　当社は単一セグメントのため、セグメントごとの記載はしておりません。

　当事業年度における主な取り組みは以下のとおりであります。

（a）サイト価値の向上

　当社運営サイトの成長とサイト利便性の向上を促進させるため、花

嫁・花婿が当社運営サイト内において複数の結婚式場を比較検討して決

定できるようにサイトの改修・改善を行うことに加え、口コミの量と質

を向上させるための仕組み作り等の取り組みを推進しております。そ

の結果、平成28年９月の全体ＵＢ数（当該月における「みんなのウェデ

ィング」サイト及び「みんなのウェディングアプリ」の月間利用者数を

ブラウザ数と端末数から算出した延べ人数）は4,602千人（前年同月比

1,128千人増）となり、前年より増加させることができました。当事業

年度はこのようにサイト価値を向上させることができましたが、その一

方でそれを売上高につなげる仕組みに課題が残りました。

（b）新商品の販売・転換

　平成27年11月、成果課金型の価格体系を改定し、よりシンプルでクラ

イアントのニーズに合った新商品体系への変更を行い、付加価値の高い

プランへの転換を促進し、契約単価の引き上げを図っております。これ

により契約単価は上昇傾向となった一方、低価格帯の契約先の一部等で

解約が生じた結果、平成28年９月末現在の有料掲載結婚式場数（「みん

なのウェディング」サイトに掲載している結婚式場のうち当社と契約し

ている結婚式場の当該月末の件数）は1,181件（前四半期末比22件減）

となりました。また、結婚式場以外に対する広告の販売は伸び悩みまし

た。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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（c）将来に向けた事業基盤の整備

　経営資源をインターネットメディアへ集中させる方針のもと、花嫁・

花婿に自由な発想の結婚式をプロデュースする「Brideal（ブライディ

ール）」を平成28年１月１日付で事業譲渡いたしました。また、「みん

なのファミリーウェディング」サイトを平成28年８月31日付で終了し、

当社が提供する結婚式場に関する情報を「みんなのウェディング」サイ

トに集約させ、ユーザーにとってより利便性の高いサービスの提供を図

っております。そのような中、開発体制の基盤強化を進めるため、クラ

ウドサーバーへの移行、使用プログラミング言語の変更等を行っており

ます。

　さらに、結婚のパートナー探しに関するサービスや結婚式の二次会会

場選びのサービス等、提供するサービス領域を結婚式の前後に拡げてお

ります。

②　設備投資の状況

　当事業年度において実施した設備投資等の総額は39,744千円であり、そ

の主なものは事業運営を行うためのソフトウェアの開発に係るものであり

ます。

③　資金調達の状況

　新株予約権（ストック・オプション）の行使に伴い、246,000株の新株式

を発行し、38,400千円の資金を調達しております。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
平成25年９月期
（第３期）

平成26年９月期
（第４期）

平成27年９月期
（第５期）

平成28年９月期
(当事業年度)
（第６期）

売 上 高 (千円) 1,011,381 1,504,194 1,888,760 1,703,261

経 常 利 益 (千円) 175,932 292,241 172,136 236,232

当 期 純 利 益 (千円) 109,869 183,030 115,524 152,088

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 35.80 27.07 15.43 19.89

総 資 産 (千円) 536,251 3,528,099 3,354,320 3,566,713

純 資 産 (千円) 350,035 3,158,191 3,074,351 3,265,204

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円) 61.69 414.61 411.93 423.50

(注) １．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出

しております。また、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総

数に基づき算出しております。なお、自己株式は、資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託Ｅ口）が所有する当社株式163,100株であります。

２．当社は平成25年11月19日付で株式１株につき3,000株の割合をもって株式分割を行っ

ていますが、第３期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利

益及び１株当たり純資産額を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　当社の親会社はクックパッド株式会社で、同社は同社の直接保有分と同社

の緊密な者等の所有分とを合わせ、当社の議決権の50.53％を保有しておりま

す。

会　社　名 資　本　金
議決権比率
（合算分）

当　社　と　の　関　係

クックパッド株式会社 5,267百万円
26.00％

（50.53％）

・当社は、同社との間で資本業務提携基
本合意書を締結しております。

・当社は、平成28年９月30日現在におい
て、同社から取締役４名の派遣及び従
業員６名の出向を受け入れておりま
す。

・平成28年９月期において、同社との間
でソフトウェアの開発業務等の取引
があります。

－ 5 －
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(4) 対処すべき課題

　当社の業績は現在のところ比較的堅調に推移しております。しかし、その

目標とするところに対して、まだ始まったばかりの事業ステージにあり、以

下の事項を主要な課題と認識し、対処してまいります。

①　ユーザーファーストの徹底

　当社のサービスは、結婚式を挙げようとする花嫁・花婿の悩みを解消す

ることに社会的な存在価値があり、花嫁・花婿が結婚式場を比較検討する

際に支持されるようなサイトである必要があると考えます。ユーザーファ

ーストを徹底し、花嫁・花婿の立場に立って利便性の高いサイト作りを行

ってまいります。

②　優秀な人材の採用・育成

　当社事業の拡大及び成長のためには、ユーザー価値に忠実な人材の採用

と、既存社員の能力及びスキルの底上げが重要な課題と考えます。当社は、

事業展開に沿って計画的に優秀な人材の採用を行っていくと同時に、ユー

ザーファーストな考え方を社員に徹底していく等、人材の育成に取り組み、

従業員の定着を図ってまいります。

③　利益の創出

　当社は、上場会社として安定的に利益を生み出しながら成長を続けてい

くことが重要であると考えます。当社はまだ成長段階にあるため、当面の

間は事業規模拡大等のために投資が必要ですが、コストを適切にコントロ

ールし、安定的に利益を計上できるよう努めてまいります。

④　認知度の向上

　当社が展開する事業は、開始してからまだ数年と日が浅く、認知度が十

分あるとはいえません。当社の事業が拡大及び成長していくためには、当

社の運営するサイトの認知度を向上させ、花嫁・花婿が結婚式場を選んで

決めるサイトになることが必要です。

⑤　新サービスの展開

　多様化するニーズに応えるため、当社は常に新しいサービスを提供する

ことを検討し、実施しております。今後も既存サービスの拡充に加え、ウ

ェディング市場やその他周辺領域における新規サービスの展開を図ること

－ 6 －

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況
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で、既存ユーザーへのさらなる付加価値の提供、新規ユーザーの獲得を図

り、新しい収益モデルを構築してまいります。

⑥　システム基盤の強化

　当社は、サービスをインターネット上で提供していることから、サービ

ス提供に係るシステム稼働の安定性及びセキュリティ管理体制の構築が重

要であります。当社は、継続してインターネット環境の変化に対応したシ

ステム基盤の強化に取り組んでまいります。

⑦　経営管理体制の構築・強化

　当社は、安定したサービス提供を維持するとともに継続的に成長してい

くためには、内部統制の整備、強化に継続して取り組んでいくことが必要

であると考えております。当社は、組織が健全かつ有効、効率的に運営さ

れるようにコンプライアンス体制の強化を含め、内部統制の整備、強化、

見直しを継続して行ってまいります。

(5) 主要な事業内容（平成28年９月30日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

みんなのウェディング事業 結婚式場の口コミサイト運営

(6) 主要な営業所（平成28年９月30日現在）

本 社 東京都中央区

(7) 使用人の状況（平成28年９月30日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

116名 2名減 33.9歳 2.7年

（注） 使用人数は就業員数であり、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を

含むほか、契約社員を含んでおり、臨時使用人は含んでおりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年９月30日現在）

該当事項はありません。

－ 7 －

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況
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(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

２．株式の状況（平成28年９月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 12,000,000株

(2) 発行済株式の総数 7,872,300株

(3) 株主数 1,422名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持株比率（％）

ク ッ ク パ ッ ド 株 式 会 社 2,047,000 26.00

穐 田 誉 輝 1,000,000 12.70

飯 尾 慶 介 600,500 7.62

Y J １ 号 投 資 事 業 組 合 599,400 7.61

G l o b i s  F u n d  Ⅲ ,  L . P . 442,422 5.61

株 式 会 社 デ ィ ー ・ エ ヌ ・ エ ー 417,200 5.29

石 渡 進 介 330,000 4.19

日本マスタートラスト信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

239,100 3.03

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

170,200 2.16

資産管理サービス信託銀行株式会社
（ 信 託 Ｅ 口 ）

163,100 2.07

(5) その他株式に関する重要な事項

　新株予約権（ストック・オプション）の行使に伴い、発行済株式の総数は

前事業年度末から246,000株増加しております。

３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（平成28年９月30日現在）

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対して交付した新株予約

権の状況

該当事項はありません。

－ 8 －

その他会社の現況に関する重要な事項、株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

　当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しており

ます。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法によるもので

あります。

　平成27年11月13日開催の取締役会決議に基づき発行した第１回有償新株予約権

新株予約権の総数 4,350個

新株予約権の目的である
株式の種類と数

普通株式　435,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり100円

新株予約権の払込期日 平成27年12月25日

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の価額

１株につき1,374円

新株予約権の行使期間 平成29年１月１日から平成32年12月31日まで

新株予約権の行使の条件

　本新株予約権者は、平成28年９月期、平成29年９月期または平成
30年９月期の有価証券報告書に記載される損益計算書（連結損益計
算書を作成している場合は、連結損益計算書とする。以下同じ。）
及びキャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書を
作成している場合は、連結キャッシュ・フロー計算書とする。以下
同じ。）から算出するEBITDA（損益計算書に記載される営業利益に
キャッシュ・フロー計算書に記載される減価償却費及びのれん償却
額を加算したもの。）が、いずれかの決算期について10億円以上と
なった場合、各新株予約権者は、それぞれに割り当てられた本新株
予約権を行使することができる。
　なお、国際財務報告基準の適用、決算期の変更その他の事由によ
り参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照
すべき指標を取締役会で定めるものとする。

割当先
当社取締役　　　 ４名　　1,600個
当社従業員　　　 90名　　2,750個

（注）　平成28年９月30日時点における割当先は、退任及び退職による権利の喪失により、当社
取締役３名1,200個、当社従業員85名2,450個であります。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成28年９月30日現在）

会 社 に お け る
地 位

氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 石 渡 進 介

ＣＥＯ

ヴァスコ・ダ・ガマ法律会計事務所　パートナ

ー弁護士

株式会社コロプラ　取締役

ホリデー株式会社　代表取締役

取 締 役 間 渕 紀 彦 サービス開発本部長

取 締 役 有 川 久 志 ―

取 締 役 会 長 穐 田 誉 輝 クックパッド株式会社　取締役兼執行役

取 締 役 岩　田　彰一郎

アスクル株式会社　代表取締役社長兼ＣＥＯ

ソロエル株式会社　取締役会長

株式会社資生堂　社外取締役

常 勤 監 査 役 澤 田 静 華 株式会社ウィルグループ　社外監査役

監 査 役 山 田 啓 之
エイジックス株式会社　代表取締役

ＡＺＸ総合会計事務所　代表

監 査 役 飯　田　耕一郎
森・濱田松本法律事務所　パートナー弁護士

株式会社コロプラ　社外監査役

（注） １．代表取締役社長兼ＣＥＯ石渡進介氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相

当程度の知見を有しております。

２．取締役岩田彰一郎氏は、社外取締役であります。

３．監査役澤田静華氏は公認会計士、監査役山田啓之氏は税理士の資格を有しており、財

務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

４．監査役飯田耕一郎氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を

有しております。

５．監査役澤田静華氏、山田啓之氏及び飯田耕一郎氏は、社外監査役であります。

６．取締役岩田彰一郎氏及び監査役澤田静華氏については、株式会社東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

７．当事業年度中の役員の異動は以下のとおりであります。

　　・取締役坂東龍氏は、平成27年12月21日開催の第５回定時株主総会終結の時をもって

任期満了により退任いたしました。

　　・取締役百鬼弘氏（担当/ＣＦＯ）は、平成28年４月28日をもって辞任により退任い

たしました。

－ 10 －
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(2) 責任限定契約の内容

　当社と業務執行を行わない取締役及び監査役は、会社法第427条第１項及び

当社定款に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、会社法第423条第

１項の責任につき、10万円又は会社法第425条第１項に規定する最低責任限度

額のいずれか高い額としております。

(3) 取締役及び監査役の報酬等

　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

７名
(２)

70,099千円
(6,100)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

３
(３)

16,700
(15,000)

合 計
（ う  ち  社  外  役  員 ）

10
(５)

86,799
（21,100)

　（注）１．当事業年度中に退任した取締役２名を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、平成25年12月13日開催の第３回定時株主総会において、年

額300百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいておりま

す。

３．監査役の報酬限度額は、平成24年12月26日開催の第２回定時株主総会において、年

額50百万円以内と決議いただいております。

(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　・取締役岩田彰一郎氏は、アスクル株式会社の代表取締役社長兼ＣＥＯ、

ソロエル株式会社の取締役会長及び株式会社資生堂の社外取締役であ

ります。当社はアスクル株式会社との間で文具事務用品等の購買取引

があります。当社とその他の各兼職先との間に特別の関係はありませ

ん。

・監査役澤田静華氏は、株式会社ウィルグループの社外監査役でありま

す。当社と同社との間に特別の関係はありません。

・監査役山田啓之氏は、エイジックス株式会社の代表取締役及びＡＺＸ

総合会計事務所の代表であります。また、同氏は平成28年３月29日ま

でクックパッド株式会社の取締役でありました。クックパッド株式会

社は当社の親会社であり、当社は同社との間に資本業務提携基本合意

－ 11 －
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書を締結しております。当社は同社から取締役４名の派遣及び従業員

６名の出向を受け入れており、また、ソフトウェアの開発業務等の取

引関係があります。当社とその他の各兼職先との間に特別の関係はあ

りません。

・監査役飯田耕一郎氏は、森・濱田松本法律事務所の弁護士であり、株

式会社コロプラの社外監査役であります。当社は、森・濱田松本法律

事務所所属の同氏以外の弁護士と法律顧問業務等の委託取引がありま

す。当社とその他の兼職先との間に特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 岩　田　彰一郎

当事業年度開催の取締役会16回のうち15回に出席いたしまし

た。企業経営者としての豊富な経験をもとに経営全般に関す

る助言・提言や、取締役の職務執行の監督等、取締役会の意

思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており

ます。

監査役 澤 田 静 華

当事業年度開催の取締役会16回のうち16回、監査役会13回の

うち13回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役

会において、主に公認会計士としての専門的見地から、適切

な内部統制整備について助言・提言を行っております。

監査役 山 田 啓 之

監査役から社外監査役になった平成28年３月29日以降に開催

された取締役会８回のうち８回、監査役会５回のうち５回に

出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会におい

て、主に税理士としての専門的見地から、適切な内部統制整

備について助言・提言を行っております。

監査役 飯　田　耕一郎

当事業年度開催の取締役会16回のうち15回、監査役会13回の

うち13回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役

会において、主に弁護士としての専門的見地から、適切な内

部統制整備について助言・提言を行っております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

　　（注）有限責任監査法人トーマツは、平成27年12月21日開催の第５回定時

株主総会終結の時をもって退任し、同株主総会で新たに有限責任 あ

ずさ監査法人が当社の会計監査人に選任され就任いたしました。

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

14,000千円

 (注)　１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記

の金額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社都合の場合のほか、会計監査人が会社法や公認会計士法等の法令に違

反し、または抵触した場合及び公序良俗に反する行為があったと判断した場

合、監査役会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任または不再任の検

討を行い、解任または不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規程に則り、

会計監査人を解任するか、「会計監査人の解任または不再任」に関する議案

を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出します。

－ 13 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概

要

　当社は、業務の適正を確保するための体制として、「職務の執行が法令及び

定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための

体制」（平成28年10月18日改定）を定めており、その基本方針の概要は以下の

とおりであります。

(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制

① 当社の取締役会は、定款や法令諸規則への適合性及び経営判断に基づく妥

当性を満たすよう、業務執行の決定と取締役及び経営会議の職務執行の監督

を行い、当社の監査役会は、取締役及び経営会議の職務執行の監督を行う。

② 当社の取締役会は、「取締役会規程」「職務権限規程」「業務分掌規程」

等の職務の執行に関する社内規程を整備し、使用人は定められた社内規程に

従い業務を執行する。

③ 当社は、コンプライアンス・リスク管理委員会において、当社及び子会社

における各部門のコンプライアンス上の課題を継続的に検討し、法令等及び

社会規範遵守に対する意識の定着と運用の徹底を図る。

④ 当社は、代表取締役直轄の内部統制室にて、当社及び子会社における各部

門の業務執行及びコンプライアンスの状況等について監査を実施し、その評

価を代表取締役に報告する。

⑤ 当社は、当社及び子会社における法令違反その他法令上疑義のある行為等

については、当社及び子会社における社内報告体制として内部通報制度を構

築し、「内部通報規程」に従って適切に対応する。

(2) 当社及び子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する

体制

① 取締役の職務の執行に係る記録文書、稟議書、その他重要な情報について

は、文書又は電磁的媒体に記録し、法令及び「文書管理規程」「稟議規程」

等に基づき、適切に保存及び管理する。

② 必要に応じ、取締役、監査役及び監査法人等はこれらの文書等を閲覧でき

るものとする。
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(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

① 当社の取締役会は「コンプライアンス・リスク管理規程」を定め、コンプ

ライアンス・リスク管理委員会において、当社及び子会社が直面する可能性

があるリスクを予め識別し、識別したリスクに対処するための体制を整備す

るものとする。

② リスク情報等についてはコンプライアンス・リスク管理委員会より取締役

及び監査役に対し報告を行う。個別のリスクに対しては、それぞれの担当部

署にて対応し、組織横断的なリスク状況の監視及び全社的な対応はコンプラ

イアンス・リスク管理委員会が行うものとする。

③ 当社は、当社及び子会社の経営に重大な影響を与える不測の事態の発生に

備え、事業継続計画を整備する。

④ 不測の事態が発生した場合には、コンプライアンス・リスク管理委員会

は、必要に応じて弁護士等の外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行

い、損害の拡大を防止する体制を整える。

⑤ 内部統制室は当社の各部門及び子会社のリスク管理状況を監査し、その結

果を代表取締役に報告し、取締役会において適宜リスク管理体制を見直し、

問題点の把握と改善を行う。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

① 当社の取締役会は月に１回、又は必要に応じて適時開催し、法令に定めら

れた事項のほか、経営理念、経営方針、中期経営計画及び年次予算を含めた

経営目標の策定及び業務執行の監督等を行う。また、経営会議を週に１回、

又は必要に応じて適時開催し、取締役会の定めた業務執行の基本方針に従

い、取締役会から授権された範囲内で経営の重要事項の意思決定及び業務執

行を推進する。当社及び子会社の各部門においては、その目標達成に向け具

体策を立案し、実行する。

② 取締役は代表取締役の指示の下、取締役会決議等に基づき自己の職務を執

行する。また、当社及び子会社は、適宜会社経営に関する情報を相互に交

換、あるいは協議し、経営政策、経営戦略等を進言するものとする。

③ 各部門においては、「職務権限規程」「業務分掌規程」に基づき権限の委

譲を受け、責任の明確化を図ることで、迅速性及び効率性を確保する。
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(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

① 当社の取締役は、当社及び子会社の業務執行状況を監視・監督し、当社の

監査役及び内部統制室は、当社及び子会社の取締役及び使用人の職務執行状

況の監査や指導を行うものとする。

② 当社及び子会社における業務の適正を確保するため、当社は「行動規範」

を定め、子会社にもこれを適用する。

③ 子会社の経営管理については、コーポレート本部が担当部門としてその任

にあたるほか、子会社の経営管理に関する基本方針及び「関係会社等管理規

程」に基づいて行うものとする。

④ 当社は、子会社に、自社の経営管理内容が法令上の問題があると判断する

場合には、当社の内部統制室に報告させ、当社の内部統制室は直ちに監査役

に報告を行う。監査役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めること

ができるものとする。

⑤ 当社の内部統制室は、当社及び子会社の内部監査を実施する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使

用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役は、監査役の職務を補助する使用人を定め、当該使用人に監査業務

に必要な事項を指示することができる。指示を受けた使用人はその指示に

関して、取締役、部門長等の指揮命令を受けないものとする。

② 監査役を補助する使用人の人事異動は、監査役の承認を事前に得るものと

する。

(7) 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が当社

の監査役に報告をするための体制その他の当社の監査役への報告に関する

体制

① 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、

取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、必要に応じ文書を閲覧し、取

締役及び使用人に説明を求めることができることとする。

② 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役、使用人及びこれ

らの者から報告を受けた者は、当社の監査役に対して、法定の事項に加え、

業務又は業績に重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制

度による通報状況及びその内容を報告する体制を整備し、当社の監査役の情

報収集・交換が適切に行えるよう協力する。
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③ 当社は、当社の監査役への報告を行った者に対して、当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いをしてはならないことを当社の規程において明

記し、子会社の規程において明記させるとともに、当社及び子会社において

周知徹底させる。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、内部統制室と連携を図り、情報交換を行い、必要に応じて内部

監査に立ち会うものとする。

② 会計監査業務については監査法人に会計監査の説明を受ける等必要な連

携を図り、監査役監査の実効性を確保する。

③ 監査役は、法律上の判断を必要とする場合には、随時弁護士等より専門的

な立場からの助言を受けるものとする。

④ 当社は、監査役が監査を実施することによって生ずる費用を請求した場合

は、当該請求に係る費用が監査役の職務の遂行に必要でないと明らかに認め

られる場合を除き、これに応じるものとする。

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制

① 内部統制システムの構築に関する基本方針及び財務報告の基本方針を定

め、財務報告に係る内部統制を整備し、運用を行う。

(10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

① 反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、不当要求については拒絶す

ることを基本方針とし、これを社内に周知し明文化する。また、取引先がこ

れらと関わる個人、企業、団体等であることが判明した場合には取引を解消

する。

② コーポレート本部を反社会的勢力対応統括部門と位置付け、情報の一元管

理・蓄積等を行う。また、反社会的勢力による被害を未然に防止するための

体制を構築するとともに、役員及び使用人が基本方針を遵守するよう教育・

研修を行う。

③ 反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、警察及び弁護士等の外

部専門機関と連携し、有事の際の協力体制を構築する。
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　この業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ

ります。

(1) 取締役の職務執行

　　取締役の職務執行を効率的に行うため、常勤取締役から構成される経営会

議を週１回開催し、取締役会から授権された範囲内で経営の重要事項の意思

決定及び業務執行を機動的に推進しております。

(2) 監査役

　　監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を確認するため、取

締役会への出席及び常勤監査役による経営会議やその他の重要会議への出席、

主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書の閲覧等を行っております。

また、会計監査人や内部統制室と情報交換を実施して内部統制システム全般

をモニタリングしております。

(3) 財務報告に係る内部統制

　　内部統制室は、代表取締役の指示の下、内部統制システム全般の整備・運

用状況のモニタリングを行い、その仕組みが有効かつ適正に機能することを

継続的に評価し、必要な是正を行うとともに定着を図っております。

(4) コンプライアンス

　　コンプライアンス基本方針・行動規範を制定するとともに、コンプライア

ンスについての教育・研修を毎月継続的に実施し、コンプライアンス意識の

定着と浸透を図り、健全な職務執行を行う環境を整備しております。

(5) リスク管理

　　コンプライアンス・リスク管理委員会では、リスクにつながるおそれのあ

る事象の発生状況を把握し、適宜、必要に応じて再発防止策等を指示してお

ります。また、事業継続計画の一環として、大規模災害時等における早期の

復旧の前提となる取締役や監査役、使用人等の安否確認を確実・迅速に行う

仕組みを導入いたしました。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、企業価値を継続的に拡大し、将来の事業展開と経営基盤の強化に備

え企業体質の強化を図るための内部留保資金を確保しつつ、株主価値の向上と

して株主への配当を行うこと、これを大きくしていくことを基本方針としてお

ります。また、中間配当を行うことができる旨を定款に定めておりますが、剰

余金の配当は期末配当の年１回を基本方針としております。配当の決定機関は、

期末配当については定時株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当社は、既存サービスの拡充に加え、ウェディング市場における新規サービ

スを展開し、更にその周辺領域においても魅力的な事業機会が存在する、また

は新たに発見できると考えております。したがいまして、更なる成長へ向けた

サービスの拡充や、組織の構築等に投資を行うことを優先していくことが株主

価値の最大化に資すると考え、現在、剰余金の配当を実施しておりません。

　当面の間はその原資となる内部留保の充実を図りつつ、事業基盤の整備状況、

事業展開、業績や財政状態等を総合的に勘案し、配当を行うこと、これを大き

くしていくことを検討してまいります。

　内部留保資金につきましては、ユーザーファーストなサービスを展開してい

くためのサービス開発、システム投資及び組織体制整備等の財源として、中長

期的には安定して継続的にサービス提供するための事業基盤の整備並びに新た

な成長分野への投資等の財源として利用していく予定であります。
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貸　借　対　照　表

（平成28年９月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

破 産 更 生 債 権

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,979,229

2,666,450

278,814

347

222

18,399

20,180

1,333

△6,518

587,483

127,325

121,616

5,708

96,668

3,870

90,991

1,805

363,489

229,941

114,776

444

3,125

13,129

2,518

△444

（負　債　の　部）

流 動 負 債 244,368

買 掛 金 11,042

未 払 金 86,356

未 払 費 用 24,631

未 払 法 人 税 等 66,610

未 払 消 費 税 等 30,734

前 受 金 9,277

預 り 金 189

ポ イ ン ト 引 当 金 15,425

そ の 他 99

固 定 負 債 57,140

資 産 除 去 債 務 57,140

負 債 合 計 301,508

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 3,264,839

資 本 金 1,455,682

資 本 剰 余 金 1,443,359

資 本 準 備 金 1,443,359

利 益 剰 余 金 565,522

その他利益剰余金 565,522

繰越利益剰余金 565,522

自 己 株 式 △199,724

新 株 予 約 権 365

純 資 産 合 計 3,265,204

資 産 合 計 3,566,713 負 債 純 資 産 合 計 3,566,713

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成27年10月１日から
平成28年９月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,703,261

売 上 原 価 331,189

売 上 総 利 益 1,372,072

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,137,321

営 業 利 益 234,750

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,309

そ の 他 171 1,481

経 常 利 益 236,232

特 別 利 益

事 業 譲 渡 益 3,000

そ の 他 70 3,070

特 別 損 失

子 会 社 清 算 損 685 685

税 引 前 当 期 純 利 益 238,617

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 88,585

法 人 税 等 調 整 額 △2,056 86,529

当 期 純 利 益 152,088

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成27年10月１日から
平成28年９月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

新株予約
権

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合 計

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,436,482 1,424,159 1,424,159 413,433 413,433 △199,724 3,074,351 - 3,074,351

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 19,200 19,200 19,200 38,400 38,400

当 期 純 利 益 152,088 152,088 152,088 152,088

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

365 365

当期変動額合計 19,200 19,200 19,200 152,088 152,088 - 190,488 365 190,853

当 期 末 残 高 1,455,682 1,443,359 1,443,359 565,522 565,522 △199,724 3,264,839 365 3,265,204

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 22 －

株主資本等変動計算書



2016/11/22 9:11:24 / 16236228_株式会社みんなのウェディング_招集通知

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　たな卸資産

　仕掛品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

　貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。

なお、耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８～18年

工具、器具及び備品　　４～８年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用）は、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　長期前払費用　　　　　　　　　均等償却を採用しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

②　ポイント引当金　　　　　　　　投稿促進や式場訪問予約促進を目的とするポイント制

度に基づき、付与したポイントの利用に備えるため、

当事業年度末において将来利用されると見込まれる額

を計上しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間　　５年間で均等償却しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額

法に変更しております。

なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響はありません。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 57,106千円

(2) 関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務　　　　　　　　 　　8,833千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上原価　　　　　　　　　　　15,854千円

販売費及び一般管理費　　　　　88,673千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 7,626,300株 246,000株 －株 7,872,300株

 (注) 普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使により246,000株を発行したことに

よるものであります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 163,100株 －株 －株 163,100株

 (注) 当事業年度末日の自己株式の数は、「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」が所有する当社株式

数であります。

(3) 当事業年度末日における新株予約権に関する事項

第 ５ 回 新 株 予 約 権

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 60,000株

 (注) 権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。
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６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 2,148千円

ソフトウエア 6,119

ポイント引当金 4,760

未払金 2,767

未払費用 3,895

未払事業税 5,861

一括償却資産 1,614

資産除去債務 17,496

資産調整勘定 1,035

その他 822

繰延税金資産合計 46,521

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △13,136

その他 △75

繰延税金負債合計 △13,211

繰延税金資産の純額 33,309

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 33.1％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3

住民税均等割 1.6

のれん償却費 0.3

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.9

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.3

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を

改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年

４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は前事業年度の

計算において使用した32.3％から平成28年10月１日に開始する事業年度及び平成29年10月１

日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年10月１日

に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.6％となります。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。

－ 25 －
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社は、必要な資金を自己資金で賄っており、余資は安全性の高い金融資産で運用して

おります。なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回

収遅延債権については、個別に把握及び対応を行う体制としております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であります。時価を把握することが

極めて困難であり、減損のリスクに晒されております。当社は投資先より定期的に業績や

財務状況の報告を受けており、当該リスクを把握する体制をとっております。

敷金及び保証金は、主に本社事務所の不動産賃貸借契約に係るものであり、差入れ先の

信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては定期的に差入れ先の状況等の確認

を行っております。

営業債務である買掛金及び未払金、並びに未払法人税等、未払消費税等は、そのほとん

どが１年以内に決済又は納付期限が到来するものであります。これらは、流動性リスクに

晒されておりますが、当社は資金繰り予測を作成する等の方法により管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成28年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりま

せん。

貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

(1) 現 金 及 び 預 金 2,666,450 2,666,450 －

(2) 売 掛 金 278,814

貸 倒 引 当 金 （ ※ ） △6,518

272,296 272,296 －

(3) 敷 金 及 び 保 証 金 114,776 112,766 △2,010

資　産　計 3,053,523 3,051,512 △2,010

(1) 買 掛 金 11,042 11,042 －

(2) 未 払 金 86,356 86,356 －

(3) 未 払 法 人 税 等 66,610 66,610 －

(4) 未 払 消 費 税 等 30,734 30,734 －

負　債　計 194,744 194,744 －

（※）売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

－ 26 －
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（注） １．金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　資　産

　　　(1) 現金及び預金、(2)売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

　　　(3) 敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価の算定は、償還予定時期を見積り、国債の利回り等適切な指標

で割り引いた現在価値により算定しております。

　　負　債

　　　(1）買掛金、(2）未払金、(3）未払法人税等、(4）未払消費税等

　これらは短期間で決済又は納付されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

 ２．投資有価証券（229,941千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表

には含めておりません。

 ３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

１ 年 以 内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

1 0 年 超
（千円）

現金及び預金 2,666,450 － － －

売掛金 278,814 － － －

敷金及び保証金 112 － － －

合計 2,945,376 － － －

（※）敷金及び保証金については、返還期日を明確に把握できるもののみ記載しており、返還期

日を明確に把握できないもの（114,664千円）については、償還予定額に含めておりませ

ん。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 423円50銭

(2) １株当たり当期純利益 19円89銭

－ 27 －
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年11月18日
株式会社みんなのウェディング
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 栗 栖 孝 彰 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 井 知 倫 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社みんなのウェ
ディングの平成27年10月１日から平成28年９月30日までの第６期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算

書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を
入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は
誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその
附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　上

－ 28 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査役会は、平成27年10月1日から平成28年9月30日までの第６期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監
査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務
の分担等に従い、取締役、内部統制室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報
の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし
た。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制その他業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に
従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重
大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

平成28年11月18日
株式会社みんなのウェディング監査役会
常勤監査役（社外監査役） 　澤　田　静　華 　㊞

監査役（社外監査役） 　山　田　啓　之 　㊞

監査役（社外監査役） 　飯　田　耕一郎 　㊞

以　上

－ 29 －
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株主総会参考書類

　　第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　経営方針の変更に伴う経営効率の向上などを目的とした本社移転のため、

現行定款第３条に定める本店の所在地を東京都中央区から港区に変更する

ものであります。

　なお、変更案につきましては、平成29年11月末日までに開催される取締

役会において決定する本店移転日をもって効力を生じるものとしてその旨

の附則を設けるとともに、その効力発生後に当該附則を削除するものとし

ます。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第１条～第２条　（条文省略） 第１条～第２条　（現行どおり）

（本店の所在地） （本店の所在地）

第３条　当会社は、本店を東京都中央区に置

く。

第４条～第47条　（条文省略）

　  （新　設）

第３条　当会社は、本店を東京都港区に置

く。

第４条～第47条　（現行どおり）

（附　則）

第３条の変更は、平成29年11月末日までに開

催される取締役会において決定する本店移転

日をもって効力を生ずるものとし、本附則

は、本店移転の効力発生日経過後、これを削

除する。

－ 30 －
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　　第２号議案　取締役５名選任の件

　　　取締役５名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了になります

ので、あらためて取締役５名の選任をお願いするものであります。

　　　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る

当 社 の

株 式 数

１

いし

石
わたり

渡
しん

進
すけ

介
（昭和44年８月30日）

平成10年４月　牛島法律事務所（現　牛島総合法
律事務所）入所

平成12年４月　上杉法律事務所（現　桜田通り法
律事務所）入所

平成13年１月　Field-R法律事務所設立
平成19年10月　クックパッド株式会社取締役
平成20年８月　ヴァス・コ・ダ・ガマ法律会計事

務所設立　パートナー弁護士（現
任）

平成22年７月　株式会社コロプラ取締役（現任）
平成23年３月　クックパッド株式会社執行役
平成26年12月　ホリデー株式会社代表取締役（現

任）
平成27年３月　クックパッド株式会社執行役員
平成27年５月　当社入社（出向）
平成27年７月　当社代表取締役社長兼ＣＥＯ（現

任）

330,000株

２

ま

間
ぶち

渕
のり

紀
ひこ

彦
(昭和50年12月１日)

平成10年４月　ＹＫＫ ＡＰ株式会社入社
平成17年12月　株式会社エムアウト入社
平成20年９月　株式会社メディパス代表取締役
平成21年12月　クックパッド株式会社入社
平成26年５月　同社執行役員
平成27年５月　当社入社（出向）
平成27年６月　当社サービス開発本部長（現任）
平成27年７月　当社取締役（現任）

60,000株

３

あり

有
かわ

川
ひさ

久
し

志
(昭和43年６月12日)

平成５年４月　株式会社電通入社
平成27年８月　クックパッド株式会社入社　執行

役員
平成27年８月　当社取締役（現任）

4,500株

４

あき

穐
た

田
よし

誉
てる

輝
(昭和44年４月29日)

平成５年４月　株式会社日本合同ファイナンス
（現　株式会社ジャフコ）入社

平成８年４月　株式会社ジャック（現　株式会社
カーチスホールディングス）入社

平成11年９月　株式会社アイシーピー代表取締役
平成12年５月　株式会社カカクコム取締役
平成13年12月　同社代表取締役社長
平成18年６月　同社取締役相談役
平成19年７月　クックパッド株式会社取締役（現

任）
平成24年５月　同社代表執行役
平成27年７月　当社取締役会長（現任）
平成28年３月　クックパッド株式会社執行役（現

任）

1,000,000株
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る

当 社 の

株 式 数

５

いわ

岩
 

　
た

田
 

　
しょう

彰
いち

一
ろう

郎
(昭和25年８月14日)

昭和48年３月　ライオン油脂株式会社（現　ライ
オン株式会社）入社

昭和61年３月　プラス株式会社入社
平成９年３月　アスクル株式会社代表取締役社長

（現任）
平成12年５月　同社ＣＥＯ（現任）
平成14年11月　ASKUL e-Pro Service 株式会社

（現　ソロエル株式会社）取締役
平成18年６月　株式会社資生堂社外取締役（現

任）
平成22年11月　株式会社アルファパーチェス社外

取締役（現任）
平成24年７月　ソロエル株式会社取締役会長（現

任）
平成27年７月　当社社外取締役（現任）

－株

 (注)　１．穐田誉輝氏は、クックパッド株式会社の取締役兼執行役であります。同社は当社の親
会社であり、当社は同社との間で資本業務提携基本合意書を締結しております。当社
は同社から取締役４名の派遣及び従業員６名の出向を受け入れており、また、ソフト
ウェアの開発業務等の取引関係があります。岩田彰一郎氏は、アスクル株式会社の代
表取締役社長兼ＣＥＯであり、当社は同社との間で文具事務用品等の購買取引があり
ます。その他の各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

 ２．岩田彰一郎氏は、社外取締役候補者であります。
 ３．岩田彰一郎氏を社外取締役候補者とする理由について

岩田彰一郎氏は企業経営者として経営全般に関する豊富な知識と経験を有しており、
当社の経営全般に対する助言を期待できることや、取締役の職務執行の監督強化を図
るのに十分な見識及び経験を有していることから、当社において社外取締役の職務を
適切に遂行いただけるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。

 ４．岩田彰一郎氏は、現在、当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、
本総会終結の時をもって１年５ヶ月となります。

 ５．当社は、穐田誉輝氏及び岩田彰一郎氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款
に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、そ
の内容の概要は、会社法第423条第１項の責任につき、10万円又は会社法第425条第１
項に規定する最低責任限度額のいずれか高い額をもって、損害賠償責任の限度額とす
るものです。両氏の選任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

 ６．当社は、岩田彰一郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており
ます。同氏の選任が承認された場合、当社は同氏を引き続き独立役員とする予定であ
ります。

－ 32 －
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　　第３号議案　監査役１名選任の件

　　　監査役澤田静華氏は本総会終結の時をもって辞任により退任いたします。

つきましては、新たに監査役１名の選任をお願いするものであります。本議

案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　　　監査役候補者は、次のとおりであります。
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 及 び 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

くま

熊
がい

谷
ゆう

祐
き

紀
（昭和45年６月27日）

平成８年４月　弁護士登録

　　　　　　　小松・狛・西川法律事務所入所

平成10年12月　三井・安田・和仁・前田法律事務所入所

平成16年12月　三菱商事株式会社入社

平成28年11月　熊谷法律事務所設立　代表（現任）

－株

 (注)　１．上記監査役候補者は、新任の監査役候補者であります。

　　　 ２．当社と熊谷祐紀氏との間には、特別の利害関係はありません。

 ３．熊谷祐紀氏は、社外監査役候補者であります。

 ４．熊谷祐紀氏を社外監査役候補者とする理由について

　　 熊谷祐紀氏は、過去に会社経営に関与した経験はありませんが、弁護士としての高度

な専門知識に加え、企業法務の実務経験、また、コーポレート・ガバナンス、コンプ

ライアンスの整備に携わった経験があることから、社外監査役としての見識及び経験

を有していると考え、当社において社外監査役の職務を適切に遂行いただけるものと

判断し、社外監査役候補者といたしました。

 ５．当社は、熊谷祐紀氏の選任が承認された場合、会社法第427条第１項及び当社定款に

基づき、同氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結す

る予定であります。その内容の概要は、会社法第423条第１項の責任につき、10万円

又は会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額のいずれか高い額をもって、損

害賠償責任の限度額とするものであります。

 ６．熊谷祐紀氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏

の選任が承認された場合、当社は同氏を独立役員とする予定であります。

以上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都中央区京橋二丁目１番３号

　　　京橋トラストタワー４階

トラストシティ　カンファレンス・京橋

電話　03-5221-8079

丸の内トラストタワーＮ館

丸の内トラストタワー本館

大丸

八重洲通りヤンマービル

高島屋

ＪＲ八重洲
南口

ＪＲ高速バス
きっぷうりば

東京駅

日本橋南郵便局

外
堀
通
り

みずほ証券

八重洲
ブックセンター

東京スクエア
ガーデン

プランタン銀座

キラリト ギンザ

新京橋ランプ

京橋ＪＣＴ

八重洲ランプ

宝町ランプ

トラストシティ
カンファレンス・京橋
京橋トラストタワー ４Ｆ

銀
座
一
丁
目
駅

京
橋
駅

日本橋駅

宝
町
駅

三栄ビル

明治屋 京橋ＯＭビル京橋駅
７番出口

宝町駅
Ａ５出口

信金中央金庫

鍛冶橋通り

東京駅

丸
ノ
内
線

有楽町線

銀
座
線

都
営
浅
草
線

ＪＲ京葉線

首
都
高
速
都
心
環
状
線

昭
和
通
り

中
央
通
り

【交通のご案内】
◎ＪＲ線　「東京駅」八重洲南口より徒歩４分

◎地下鉄　（銀座線）「京橋駅」７番出口より徒歩１分

　　　　　　　　　　（浅草線）「宝町駅」Ａ５出口より徒歩４分

※ 駐車場の数には限りがございますので、公共交通機関をご利用

ください。

地図




